
































































































































































































































































































































































1967 25.6 38.3 22.0
1968 26.7 61.2 20.3
1969 13.9 55.3 16.5
1970 26.1 56.6 20.5
1971 28.5 66.5 37.3
1972 30.4 63.0 38.9
1973 33.3 67.1 39.7
1974 35.3 67.2 43.8
1975 32.2 62.3 38.9
注　富山県編『富山県史』現代，「統計書図表」，1980年，338頁より作成。
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立山山岳観光は，立山黒部アルペンルートが1971年に全面開通するに及
んで，一挙に盛況になった。
1970年に20.5万人だった富山県側からの入山者数は，1971年には37.3万
人，1974年には43.8万人に急増した。1967年に大町・扇沢から黒四ダムへ
のルートが完成すると，黒四ダム観光が発展した。黒部ダム観光客は，1967
年に一挙に38.3万人，1969年には，55.3万人，立山黒部アルペンルートが
完成した1971年には66.5万人にも達した。立山山岳観光は，立山黒部アル
ペンルートを通じて大町経由からの黒部ダム観光と絡んで発展したのであ
る。
立山黒部アルペンルートの入山者を富山側と長野側の両方の流れについ
ては，深井三郎『黒部立山アルペンルート』を参照されたい（1）。
富山県側と長野県側の立山黒部アルペンルートの利用者は，1971年以降
100万人台となって大成功をおさめた。
立山への入山者を収容する宿泊施設も整備された。例えば，1960年の立
山地域の宿泊施設は，大小合わせて20数軒，旅館・ホテルが８軒，山小屋
17軒である。１日の収容人員数は，ほぼ3000人であった（2）。
立山黒部アルペンルートの開設は，交通機関の便利化でハイヒールや軽
装で可能な山岳観光を実現し，立山山岳観光の大衆化に大きく貢献してい
ることがわかる。こうして入山した膨大な数の観光客が，立山・黒部の自
然を著しく破壊し環境を毀損することは目に見えている。ここに立山の観
光公害という問題が発生するのである。
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
注
（１）前掲『黑部立山アルペンルート』，150頁。
（２）富山県編『富山県史』「現代統計図表」，富山県，1980年，347頁。
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２　立山観光開発の進展による観光公害　
立山の登山者数が限定されていた戦後には，立山の観光公害は表面化し
なかった。戦後期末から立山の観光開発が進展し，入山者数が急増すると，
立山の観光公害が表面化してくる。
立山の観光公害，すなわち自然の破壊と環境の毀損とは，観光インフラ
の建設によるものと観光客によるものと二つの側面を持っている。
前者は，まず，立山を縦貫する高原自動車道路の建設と観光客向け施設
の建設に伴うものである。立山黒部アルペンルートについてみれば，室堂
の地下ターミナル，立山トンネル，立山ロープウェー，黒部ケーブル，す
でに建設していた黒四ダム，大町ルートのトンネルなどの建設による自然
の破壊と環境の毀損であった。
小論でこれらの公害について全体的に詳論する余裕がないので，ここで
は，これまでの研究の要点を紹介して，立山観光開発の公害の実態を一瞥
してみたい。
高度経済成長期の初めの1962年に設立されたばかりの富山県自然保護
協会の文書は，「日本の山岳美のすべての特長を具備している立山の室堂付
近は，観光産業の開発が進むに伴い，その景観が冒され，自然美は破壊さ
れる憂いが大きく，いまにして保全の措置を講じないときは悔いを千歳に
のこす結果となります。」と述べ，1960年代初めの立山の山岳観光による
自然破壊を批判的に指摘している（1）。
日本自然保護協会は，1964年に計画された黒部立山アルペンルート建設
によって立山で生じるであろう自然破壊と環境毀損について次のように指
摘した。
「若し右の計画が実施される時は，室堂平で相当多量の切盛を伴なう大土
木建設工事が行なわれて，室堂の大自然を損なうのみならず，乗物により，
容易に2,450米の高原に多数の観光客が集合できるので，心ない大群衆によ
り，高山植物群落等を蹂躙され，また，環境衛生上も寒心に堪えぬものが
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あります。」
「さらに黒部峡谷側においては，黒部ダムより眺めた立山の最も優れた雄
姿の真正面に，車道やロープウェーが建設されるので，景観上の大損傷と
なるばかりでなく，雪崩多発地帯ですから国土保全上より不安に耐えぬも
のがあります。その上黒部峡谷は地勢急峻で，山腹に平担地を求め得ない
ので，トンネルを抜けた車輛やロープウェーに乗降する観光客が集散する
広場の設置は殆んど不可能ですから，混乱と危険とが必然的に発生するも
のと予想されます。
またトンネル予想線には破砕帯，湧水帯，地熱帯等が予想され掘さくの
困難が考えられミクリガ池等の水位にも悪影響を及ぼす虞れもあり，さら
にトンネル内の換気対策の困難，ロープウェーの強風による運行支障等も
考えられます。」（2）
こうした自然破壊への警告は，現実のものとなっていった。
1971年に設立された立山連峰の自然を守る会は，同会『結成10年記念誌』
において，1970年代の「立山の自然は今日荒廃の一途をたどるばかりであ
る。」と記し，アルペンルート開設後の自然破壊について，次のように指摘
している（3）。
「第１に，年間60万人を越える最も多くの人間が集中する室堂平の惨状
がある。人間の踏みつける植生の直接的な破壊に加えて，搬入された砂利
などの人工資材のずさんな管理による湿原・お花畑への流入もこの地域の
自然破壊に拍車をかけている。ミクリガ池への土砂の流入も懸念されると
共に，付近のライチョウの生息環境は急速に荒廃しつつある。
第２に，５月のゴールデンウィークから始められる春山スキーの問題が
ある。マナーの極めて悪いゲレンデスキーヤーの急増と，ライチョウの生
息する聖地への進出は，繁殖活動に入る直前のライチョウヘの悪影響と共
に，ゴミ・汚物などのまきちらしもあって，高山の特殊な生態系を破壊へ
と急速に導いているのである。長期的視野に立つと，ライチョウに与える
影響は極めて深刻であるとみなさねばならない。
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
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第３には，アルぺンルート道路沿線の樹木の立枯れ増加があげられる。
近年，タテヤマスギ・キタゴヨウ・オオシラビソなどの針葉樹に加えて，
ブナ・ミズナラ・ホオノキなど森林帯下部の広葉樹の急速な樹勢の衰えが
目立つのである。バスを含めた車両の乗入れ台数を制限しなければ，立山
のほこるブナ・タテヤマスギなどの美林は，根こそぎその原形すらとどめ
られないほど破壊されてしまうであろう。高山帯にある室堂平の環境容量
を考慮し，現在のオーバーユースの状態を解決するための一石二鳥の方策
と思われるのである。
要するに, これらの諸事実からみて，立山の自然はこれ以上外的干渉は
ゆるされない限界にきていると判断されるのである。宿泊施設の新設・拡
大・歩道の新設をも含むこれ以上の開発という名の破壊は厳に慎しまなけ
ればならない。」
ここでは，ごく一般的に，第１に，室堂における道路建設時による自然
破壊と，第２に，道路開通後のオーバーユースによる自然破壊，環境毀損
が指摘されている。
富山大学教授の植物学者河野昭一は，現地調査を踏まえてこうした立山
の観光開発とオーバーユースによる自然破壊，環境毀損について「植生破
壊の現況」と題して，詳細に報告している（4）。
例えば「弥陀ケ原と天狗平における湿原植生と『ガキの田』の破壊」の
節では，「過去10年間にわたる立山の大規模観光開発にともなう自然破壊
は目にあまるものがあるが，ここではまず立山の自然を代表する弥陀ケ原
並びに天狗平高層湿原と『ガキの田』の自然破壊の現状を明らかにし，そ
の原因を追究し今後の保護のための基礎資料となるべきものを報告した
い。」と述べ次のように指摘している。
「弥陀ケ原と天狗平の湿原植生と『ガキの田』の破壊の主要な原因として
は次のような要因がまず考えられる。（１）道路建設による水脈の切断，
（２）道路工事による路肩の土砂の流出による埋没，（３）観光客の踏みつ
けによる湿原の裸地化と表層未分解粒子の『ガキの田』への流入。このう
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ち（１）および（２）の原因は湿原全体に与える影響としては最も大きく，
初期の道路建設工事によって，天狗平のほぼ全ての『ガキの田』と弥陀ケ
原の道路沿線の『ガキの田』はほぼ全滅してしまった。」（5）
また，「室堂平における自然破壊の現状」の節では，次のように論じてい
る。
「アルペンルート開通以来最も人が集中する地域が室堂であり，1973年
以来ここを訪れる人の数は年間60万人を下らない。従って，ここの地域の
自然破壊は立山連峰中では最も深刻なものがある。」と指摘し「この地域の
自然破壊はまず次の２つの大きな原因に帰することができよう。まずその
一つは,立山ホテル・ターミナルビルの建設にともなう直接的な自然破壊で
あり，その傷跡は単にホテル建設場所にとどまらず，その周辺地域におけ
る裸地の拡大，緑化事業の失敗による帰化雑草などを含む低地産植物群の
繁茂など，およそ高山のお花畠の景観を台無しにしてしまうような行為が
次々と繰り返えされてきたことによる。第二の原因は，人の小面積への集
中による踏みつけなどによる植生破壊である。同時に，歩道の整備が不備
なことによる路肩の崩壊や土壌の流亡，また砂利など不用意に持ち込まれ
た資材の湿原内やお花畠内への大量の流入があげられる。
このような原因による植生破壊，雑草の繁茂，土壌の流亡などはライチ
ョウを含む動物の生活環境の直接的な破壊につながり，高山特有な生態系
の全面的な破壊に発展する危険性をはらんでいる。また，近年ミクリガ池
への土砂の流入も目立つようになり，水質の問題だけでなく，高山湖その
ものの保護・保全が危惧される有様である。こうした環境容量をはるかに
オーバーするような地域の管理・施設整備に関しては他のどのような地域
にもまして，きめの細い配慮と管理が必要である。この意味では室堂の現
在の状況は極めて憂慮すべき状態にあるといわなければならない。」（6）
またその他「弥陀ヶ原の湿原植生と『ガキの田』の破壊状況」，「天狗平
一帯における自動車道路沿線の植生と『ガキの田』の破壊状況」，「浄土山
～五色ヶ原～越中沢岳～薬師岳～太郎兵衛平～折立間の自然破壊の現状」，
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
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「アルベンルート道路周辺の樹木の立枯れの現状」などの節で，自然破壊と
環境毀損について詳論している。
なお立山の観光公害については，新聞報道を参照されたい（7）。
以上のように，立山における自然，環境は，観光開発と大量の観光客の
襲来によって著しく破壊され，毀損されていった。こうした観光公害を前
にして，富山県の住民は，立山の自然保護の運動に立ち上がった。
３　高度経済成長期の立山観光開発から自然を守る運動
（１）1960年代の「立山黒部アルペンルート」建設計画に対する自然保護
　運動
①「富山県自然保護協会」の設立
注
（１）富山県自然保護協会「立山の室堂高原地区を特別保護地区に加えることに
ついての要望書」（昭和35年５月―正しくは昭和38年。引用者），『自然保
護』No.26，1963年８月，７頁。
（２）日本自然保護協会「立山の自然保護に関する陳情書」（1964年６月），日
本自然保護協会編『自然保護に関する陳情書・意見書集』，1973年，59－
60頁。
（３）前掲『立山の自然保護―その開発と自然保護―』，８頁。
（４）前掲『立山の自然保護―その開発と自然保護―』，河野昭一「植生破壊の
現状」稿，41頁。
（５）同上，41頁。
（６）同上，57―8頁。
（７）例えば，『北日本新聞』の1970年９月６日（朝刊）山本琢郎「深刻な立山
の自然破壊」。『北日本新聞』1971年４月26日（朝刊）社説「立山観光はこ
れでよいか忘れられた自然保護対策」，『富山新聞』1971年３月４日（朝刊）
の社説「自然破壊を深める」，『読売新聞』の1971年９月14日（朝刊）「荒
らされる自然（夏山始末記立山アルペンルート），『読売新聞』1971年９月
12日（朝刊）「ゴミ公害（夏山始末記立山アルペンルート），など。
143
もはや戦後ではなくなって５年がたった1960年に「立山黒部有峰株式会
社（Ｔ・Ｋ・Ａ）」が設立されて，立山黒部アルペンルート建設計画が提起
されると，その計画が生み出す立山の自然破壊を予測して自然保護運動が
生まれた。
立山黒部アルペンルート建設計画案が吟味されていく中で，富山県自然
保護協会は，1962年４月に県内の自然保護関係者によって設立された（1）
富山県自然保護協会が設立されるのには，前史があった。後に同協会の
理事長となる若林啓之助によれば，戦後の立山観光開発による自然破壊を
危惧し「富山県のシンボルである立山の自然を荒らしてはいけない」と考
えていた日本山岳会富山支部の人々がいた。
戦後末に富山県当局が立山の観光開発を進める中，1959年に立山開発審
議会で，室堂を中部山岳国立公園の集団施設地区に指定し，観光開発を進
める議論が起きた。
この審議会の中に，日本山岳会富山支部の会員であった，牧野平五郎，
中田勇吉，木津成一，深井三郎らが，富山県当局の観光開発計画「山の夢」
構想について「きびしい批判的をかわすと共に事業遂行に必要な条件整備
のため」に発言した（2）。
若林啓之助によれば，「観光審議会の中では立山の自然を守ることのでき
ないことが明瞭になったので，牧野平五郎氏らが中心になって山岳家，学
者，文化人など立山をこよなく愛する人々に，『土木工事による荒廃から立
山を守ろう』と呼びかけて，昭和37年４月17日に富山県自然保護協会が誕
生した」（3）。
富山県自然保護協会の会則によれば，協会の「目的」として「本会は富
山県下の自然を調査研究してその景観上の価値を鮮明し，かつ県土の自然
的環境および生物社会の保全，自然資源の保存等広く自然保護に努めると
ともに，これに関する県民の認識を深め，もって県勢の発展に寄与するこ
とを目的とする。」と規定している。
更にこの目的を達成するための「事業」として次のような事項を掲げた。
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
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１．自然に関する調査研究及び資料の収集。
２．自然保護思想の普及宣伝のための刊行物の作成配布および後援会，
講習会の開催。
３．自然保護に関する中央，地方諸団体と連絡提携。
４．その他本会の目的を達成するために必要な事業。（4）
富山県自然保護協会は，もともと「日本自然保護協会の支部として発足
すること」が「検討された」ということもあって，協会の目的，事業の規
定，あるいは，役員制度，会員構成や個人会員と団体会員，会計システム
なども，日本自然保護協会のそれとほぼ同じものであった（5）。
そして富山県自然保護協会の組織体質も，ほぼ日本自然保護協会と同じ
であった。
すなわち，私がかつて指摘したように1960年に法人化されたころの日本
自然保護協会は，開発と自然保護を両立させようとする立場であり，国立
公園行政の中から生まれ，厚生省国立公園部出身者が役員の中心を占め，
国立公園行政に協力的で，財政的にも大企業や行政に大きく依存し体制的
な体質を持っていたということである（6）。
ちなみに富山県自然保護協会の役員は，表２のとおりである。
一瞥してわかる特徴は，富山県自然保護協会の役員であるのに，直接自
然保護関係を示す役員が少ないことと，県内の財界人首脳が多数を占めて
表２　富山県自然保護協会役員一覧　1962年４月17日現在
会　長　北日本新聞社長　佐藤助九郎 　富山地方鉄道専務　熊野宗一
理事長　富山観光連盟顧問　牧野平五郎 　加越能鉄道社長　西泰蔵
副会長　富山山岳連盟会長　木津誠一 　富山県観光連盟事務局長　金山方象，
理　事　北日本新聞社常務　北川楊村 　高岡商工会議所会頭　橘直治
　　　　北日本新聞社事業局長　若林東治 　富山県貿易観光課長　宇野佐
　　　　北日本新聞社事務局長　野口康行 　富山県教育会長　金岡又佐衛門
　　　　立山黒部有峰開発会社総務部長　文木勝美 　富山市長　湊栄吉
　　　　立山開発鉄道専務　高橋良太郎 　日本山岳会富山県支部長　中田勇吉
注　『自然保護二十年』，26－7頁から作成。
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いたことである。
富山県貿易観光課長宇野佐は，もともと厚生省国立公園部にいた国立公
園行政のプロであったが，富山県の立山観光の促進のため富山県庁に呼ば
れ，当時自治体の国立公園行政のセクションだった観光課に席を置き，立
山観光開発に関わっていた人であった。国立公園部の出身だけあって，自
然保護をめざす国立公園制度に理解のある人であった。
その他直接自然保護に関心を持っていたのは，山岳会の人達である。理
事長の牧野平五郎は，次期の会長になる人で，富山県県観光連盟顧問の肩
書であるが，富山県山岳連盟の創設者であり，富山県山岳会の重鎮で，立
山の自然保護に尽力した人物であった。
副会長木津誠一も富山山岳連連盟会長であり，理事の中田勇吉も日本山
岳会富山県支部長であった。山岳会は，濃淡はあるが自然保護に努めてき
た団体である。次期の理事後に会長となる若林啓之助も，日本山岳会富山
県支部理事長で登山家であった。
しかし富山県自然保護協会は，立山黒部アルペンルート計画の推進主体
である立山黒部有峰開発会社社長を顧問にいただき，同会社総務部長を理
事に置き，更に立山観光開発の中心業界である鉄道会社のトップ３名を理
事に置き，県の立山観光政策に協力的な布陣を敷いた。
以上のように富山県自然保護協会は，自然保護団体ではあるものの，観
光開発に熱心な役員を多数抱えた団体でもあり，立山の観光開発による自
然破壊に積極的に立ち向かうことが難しかった組織であった。
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
注
（１）富山県自然保護協会編『自然保護二十年史』，富山県自然保護協会，1982
年，若林啓之助「富山県自然保護協会結成の背景とその実績」稿，54頁。
（２）同上，54頁。
（３）同上，54頁。
（４）同上，25頁。
（５）前掲『自然保護と戦後日本の国立公園』，171頁。
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②「富山県自然保護協会」の立山アルペンルート建設計画に対する批判
活動
富山県自然保護協会は，自然破壊の可能性を秘めた立山黒部アルペンル
ート計画案に対してどのような態度をとったのであろうか。
富山県自然保護協会の基本姿勢は，立山黒部アルペンルート計画の原初
案が提起された1959年頃，協会の設立のもとになった「土木工事に寄る荒
廃から立山を守ろう」という立場であった（1）。それは，富山―大町間を道
路で結ぶという富山県の夢であった立山黒部アルペンルート計画には反対
しないが，この計画が生み出す自然破壊から立山を守ろうという立場であ
った。
だから深井三郎著『黒部立山アルペンルート』を見ても，また富山県自
然保護協会の20年の活動を概観した若林啓之助の「富山県自然保護協会結
成の背景とその実績」稿を見ても，富山県自然保護協会が，立山黒部アル
ペンルート建設計画に基本的に反対していたという形跡を見い出せない。
富山県自然保護協会の立山黒部アルペンルート計画案に対する姿勢は，
1963年５月に提出された「立山の室堂地域を特別保護地区に加えることに
ついての要望書」から窺い知ることができる（2）。
「要望書」は，「日本の山岳美のすべての特長を具備している立山の室堂
付近は，観光産業の開発が進むに伴い，その景観が冒され，自然美は破壊
される憂いが大きく，いまにして保全の措置を講じないときは悔いを千歳
にのこす結果となります。」と指摘し，立山の観光開発による自然破壊の現
状を認め，自然保護を強調した。
その上で，「要望書」は，「自然への観光開発は時代の流れとして否むべ
きではありません」として「観光開発」に同調的姿勢を示し，事実上，立
山黒部アルペンルート計画案を認めた。
（６）前掲『高度成長期日本の国立公園』第５章，「５　日本自然保護協会の再
編と新体制の特質」を参照。
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恐らく協会内部には，この計画に基本的反対の意見もあったと推察され
るが，富山県当局と県下実業界の重鎮が理事の多数を占め，立山観光開発
に期待する県民の意向を斟酌すれば，そうした意見は多数を占めていたよ
うに思われない。
「要望書」は，「ここにおいて富山県自然保護協会は郷土の自然資源を保
護する立場から指定予定地域の雄山と共に室堂高原付近をも自然公園法に
基き，特別保護地区に追加指定されるよう要望陳情いたします。」と指摘し
ている。
富山県自然保護協会は，立山黒部アルペンルート計画案を前にして，特
別保護地区「指定予定地域の雄山と共に室堂高原付近をも自然公園法に基
き，特別保護地区に追加指定されるよう要望」した。室堂高原付近を特別
保護地区に指定すれば，室堂高原付近の開発を避けられるという想いも読
み取れなくもない。
富山県自然保護協会の要求通り室堂地域は，1965年11月に特別保護地区
に指定されることになったが（3），この指定によって室堂高原における観光
施設（ターミナル），立山トンネルの建設計画は，中止をされることなく，
1965年６月に厚生省の認可をえることになった（4）。
こうして，富山県自然保護協会は，「要望書」で示した室堂周辺を特別地
区に追加せよとの要求を実現したものの，立山黒部アルペンルートの建設
に伴う自然破壊・環境毀損を根本から阻止することが出来なかった。
他方，日本自然保護協会は，1964年６月に富山県自然保護協会の働きか
けに応じて（5），「立山の自然保護に関する陳情書」を提出して，立山黒部ア
ルペンルート開発計画についてやや具体的な意見を表明した（6）。
「陳情書」は，「立山」は「国土計画上からも，絶対に保護すべき優れた
山岳景観地帯であります。」と強調しながら，富山県自然保護協会と同じよ
うに立山黒部アルペンルート開発計画案を基本的に認めていた。
「陳情書」は，「室堂の集団施設区と室堂までの車道計画とが決定」して
いること，更に「現在追分までの日本道路公団の有料道路が開通し，室堂
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
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までは，…（Ｔ・Ｋ・Ａ）の有料道路が工事中」であることを確認し，立
山黒部アルペンルート建設計画の前半分である立山観光道路建設計画を基
本的に容認している。
「陳情書」は，立山黒部アルペンルート開発計画案を基本的に認めた上
で，1964年頃までの立山黒部アルペンルート開発計画案に対して二つの変
更を要求したのである。
すなわち，一つは，立山トンネル案（室堂に地下ターミナル・大休憩所，
室堂より直下に室堂から黒部峡谷までの２キロのトンネル，そこからジグ
ザグの車道，三段ロープウェーの建設による黒四ダムへの連結）の計画が，
大きな公害を生むと指摘し，「従って室堂集団施設地区は，室堂平大自然の
尊重に重点をおいた特別計画を樹て，観光客用建築物等を増設することを
避け，また地獄谷の現存宿舎もなるべく天狗平以下に移転することが望ま
しい」，「室堂平まで車道が完成した後も，バス及び観光乗用車は天狗平辺
りを終点とし，ここに駐車場，休憩所等を設け，これより以高は徒歩とし
て，室堂平以上の清浄を保ちたい」と要求したのであった。
もう一つは，「室堂に地下ターミナル，大休憩所等を開発すると共に，室
堂より立山直下に，延長二阡のトンネルを堀り黒部峡谷に出て，そこから
はジグザグの車道と，三段ロープウェーを設けて，黒四ダムサイトに連絡
する計画」に対しては，「右の如く，立山室堂以上の開発計画は，立山一帯
の自然保護上，不適当と考えますので国立公園計画上，不許可とせられ，
速かに室堂平を含めて，立山中腹以上を国立公園計画上不許可とせられ，
立山連峯の自然保護が完全に行なわれますよう考慮せられたく，当協会の
保護・生態両部会ならびに理事会の議決により，この段陳情」するという
ものであった。
「陳情書」は，立山黒部アルペンルートの前半部分の立山観光道路を認め
て，後半の「立山室堂以上の開発計画」に反対したのである。
しかし厚生省は，1965年６月に，日本自然保護協会の「立山室堂以上の
開発計画」の変更要求をある程度入れた最終計画案を認可した。日本自然
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保護協会も富山自然保護協会も，厚生省の認可した立山黒部アルペンルー
トを認めたのである。
富山県当局，関西電力，富山県自然保護協会の３者間の具体的な議論に
ついては，詳しくは不明であるが，深井三郎によれば，1962年から1964
年，富山県自然保護協会は，日本自然保護協会と共に「県観光課を含めた
ＴＫＡとの折衝を…十数回も行ない，現地での検討も数回に及んだ。」（7）
その際，争点となったのは「室堂から二の沢（後に大観峰と名付けられ
た地点）まで２キロのトンネル」の掘削の仕方であり，「室堂平に地下ター
ミナルをつくり，室堂平のトンネルは地表から掘って，あとは埋めもどし
をする」やり方であった（8）。
富山県自然保護協会（会長牧野平五郎）は，室堂平から２キロのトンネ
ルを建設する「ＴＫＡのプランに反対し自然景観保全のため，３キロない
し４キロ案による天狗平あるいはそれ以下の地点からトンネルにすべきで
あると主張してきた。」更に富山県自然保護協会は，「日本アルプスの中で
も最も変化に富んだ室堂・地獄谷地区の自然景観の保全上，室堂トンネル
埋めもどし工事計画はやめてもらいたい。」と要求した（9）。
ＴＫＡの基本ルート調査にあたった地質調査所名古屋事務所長大塚寅雄
博士の提唱した大塚私案というものも提起された（10）。
結局「自然保護協会とＴＫＡとの最終的な話し合いの結果，ＴＫＡは室
堂平については，トンネルの埋もどしを止め，地下ターミナルの位置は室
堂駅の大谷の線に止めるように計画地点を後退することで妥協点に達し
が，トンネルは２キロ案で従来の計画を変更することなく」妥協した。そ
して1965年10月（正式には６月），厚生省は，立山のトンネル計画を自然
公園審議会の議を経て，17ヵ条の付帯条件を付して許可した。「その条件並
びに付帯条件は知事が監視することが義務づけられた。」（11）
以上のように富山県自然保護協会は，日本自然保護協会と共に，立山黒
部アルペンルート建設計画に基本的には反対せず，基本計画に変更を要求
して，建設計画に伴う自然破壊を少なくするように努めたのである。
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1965年に立山黒部アルペンルート建設計画の最終案が決定されて以後
の富山県自然保護協会は，立山黒部アルペンルート建設に関しては，「工事
の自然保護面からの監視」をおこない，また立山黒部貫光株式会社との約
束にしたがって立山の緑化復元活動をおこなったり，自然保護思想の普及
活動に取り組んだ（12）。
（２）1970年代の立山の自然を守る運動
①「立山連峰の自然を守る会」の設立と活動概要
1971年６月に立山黒部アルペンルートが完成し，立山観光は新たな段階
を迎えた。立山山岳観光の盛況が，観光公害を社会問題化したからである。
1971年８月16日『読売新聞』（朝刊）は，「ルート開通で自然をこわす“観
光登山”」と題して，「“車のままで雲上三千メートルの高山へ”のキャッチ
フレーズに誘われて，連日１万人近い観光登山客がつめかけている。それ
注
（１）前掲『自然保護二十年史』，54頁。
（２）富山県自然保護協会「立山の室堂地域を特別保護地区に加えることについ
ての要望書」，『自然保護』No.26，1963年８月，７頁。
（３）前掲『高度成長期日本の国立公園』，177頁。
（４）日本自然保護協会三十年史編集委員会『自然保護のあゆみ』，日本自然保
護協会，1985年，409頁。
（５）前掲『自然保護二十年史』，55頁。
（６）日本自然保護協会「立山の自然保護に関する陳情書」（1964年６月３日），
前掲『自然保護に関する陳情書・意見書集』，59－60頁。
（７）前掲『黒部立山アルペンルート』，165－6頁。
（８）同上，162－3頁。
（９）同上，163頁。
（10）同上，163－4頁。
（11）同上，166頁。
（12）詳しくは，前掲『自然保護二十年史』，56－59頁。
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と同時に，観光バスの排気ガスによる樹木や高山植物の枯死，心ない観光
客の捨てるゴミの山など，美しい山の自然を破壊する“観光公害”が出始
めた。」と指摘し，詳しく観光公害について報じた。
立山山岳観光の盛況が生み出す観光公害の激化に立ち向かうために，
1971年11月に立山連峰の自然を守る会が設立された（1）。
立山連峰の自然を守る会設立10年後に同会の鈴木忠夫会長は，「聖地と
もいうべき大自然を理不尽にも切りきざんで開発という名の大規模な自然
破壊が開始されたのが昭和38（1963―引用者）年である。そして昭和46
（1971―引用者）年にはいわゆる立山・黒部アルペンルートが開通し，聖
地は一転して平地の世俗界と変わらぬ雑踏に蹂躙される破目に陥入ったの
である。昭和46（1971―引用者）年10月，この惨状にみかねた富山県下の
各界の良識者が結集して『立山連峰の自然を守る会』が結成された。」と指
摘している（2）。
立山連峰の自然を守る会設立には，次の二つの背景が存在していたと推
察される。
その一つは，1960年代の開発による自然破壊と工業化による公害が進展
にして全国的な自然保護・公害反対運動が発展したのを反映して，1971年
７月に環境庁が設置され，同年８月には大石武一環境庁長官が日光国立公
園内の尾瀬を縦貫する有料観光道路の建設に待ったを掛け，これまでの国
立公園内の観光道路建設を容認する行政の見直しを提起したため，にわか
に各地の自然保護運動が活発化するという社会情勢の出現であった（3）。こ
れまでやや沈黙しがちであったあらゆる公害に対する国民の不満が一挙に
公害反対運動を盛り上げていった。
もう一つの背景は，1962年に設立され，1960年代に立山黒部アルペンル
ート建設や立山観光の盛況化が生み出す自然破壊，環境毀損に抵抗してき
た富山県自然保護協会が存在していたのに，あえて新組織を立ち上げなけ
ればならなかったという特別な事情であった。
この点を暗示的に指摘した立山連峰の自然を守る会の二つの文書が残さ
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れている。
その一つ，「自然保護運動と守る会の活動」と題する無署名の一文は，
1962年に設立された「富山県自然保護協会」に触れて，「既存の団体組織
と理念のみでは富山県下全域の自然保護問題の処理ができなくなった所に
運動の困難さがあり」と指摘している（4）。
この一文は，「既存の団体組織」である「富山県自然保護協会」では1970
年代の立山の自然保護運動を担えないと示唆しているように読める。そこ
には，すでに見たように，富山県自然保護協会が立山の大幅な自然破壊を
引き起こした立山黒部アルペンルート建設計画に基本的に反対してこず，
1960年代後半に立山トンネルの建設工事が生み出した自然破壊に積極的
に反対してこなかったことへの批判が込められているように推察される。
もう一つの「会を全県民の良識の結集帯へ」と題する「県議会世話人一
同」による一文も，次のように指摘している。
「立山連峰の自然を守る会が生まれて４年が過ぎました。その間に，私た
ちの会が立山連峰の自然はもちろん，県下の貴重な自然を破壊から守るう
えで果たしてきた役割は，改めていうまでもありません」と述べ，「私たち
の会が，自然破壊の前に立ちはだかることを止め，かつての県自然保護協
会のようになることを期待する人々もあります。」（5）
この一文は，「自然破壊の前に立ちはだかる」ことをしてこなかった「か
つての県自然保護協会」の活動への不信を暗示している。こうした事情が
「富山県自然保護協会」とは別にあえて新たな組織を立ち上げなければなら
なかった背景の一つであった。
こうした二つの事情を背景に立山連峰の自然を守る会は，立山の自然破
壊を危惧した富山県民の有志たちによって設立された。
1971年11月８日『北日本新聞』（朝刊）は，立山連峰の自然を守る会の
設立事情を次のように報じた。
「“富山県人の心のふるさとである立山を破壊から守ろう。観光開発と押
し寄せるレジャーブームで年々失われてゆく立山の自然をこれ以上，放っ
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ておけない”と7日『立山連峰の自然を守る会』が発足した。
メンバーはこの会の結成を呼びかけた中野新町，医師，横田力さんをは
じめ，県下の政財界，山岳関係者，一般商店主ら立山の自然保護に感心を
持つ人たちやく40人。
この日午後１時から県民会館で開かれた同会の結成準備会懇談会では会
員が会の結成に賛成，名称も原案どおり『立山連峰の自然を守る会』とす
ることを決めた。
初の顔あわせとあって，まず，おたがいに自己紹介。はじめのうちは話
し合いもかた苦しい空気ではじまったが，議題が自然保護の問題にうつる
とがぜん『立山へのマイカー乗り入れは将来とも，ゆるしてはならない』
とか『分科会を作って，学術的調査を徹底しよう』などと強い意見が続出
した。
しかし，意見がばらばらでまとまらず，結局，世話人代表に植木忠夫富
山大学名誉教授，事務局長に横田力医師を選んだあと，さしあたっての事
業計画について①学術的研究調査②行政面での働きかけ③立山の自然を再
認識してもらうためのＰＲ活動―の３本柱にそって事務局段階で具体案を
練り，その後に本格的な活動を開始することを決めた。
このあと，同会結成を記念して植木教授が『人類の未来と自然保護』湯
浅純孝県治山課技師が『雷鳥の現在』について記念講演した。」
新聞は，立山連峰の自然を守る会の微妙な設立事情をリアルに伝えてい
る。しかしこの「自然を守る会」の設立事情や組織体制，活動方針などを
示す明確な資料は，残念ながら残されていない。ここでは分散的断片的な
「守る会」の資料と関係者からのヒアリングによって，立山連峰の自然を守
る会の組織について概観しておきたい。
立山連峰の自然を守る会は，設立当初の３年間とその後とは区別してみ
る必要がある。
設立当初の３年間の立山連峰の自然を守る会は，しっかりした会則も組
織体制もなく，素朴なサークルであったように思われる。
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私のヒアリングによれば，旧制富山高校山岳部員であった富山市在住の
医師横田力のネットワークを中心に，後に会長となる富山大学の動物学者
植木忠夫，元南極観測隊員であり立山山岳ガイドであった佐伯富男，民間
の山岳団体の関係者，1968年に富山大学助教授として赴任した植物学者河
野昭一，彼の呼びかけに集まった自然環境保全グループの学生，その他富
山大学理系の教官など，更に自然保護に熱心な各党の県議会議員を結集し
て立山連峰の自然を守る会を設立し，事務局を横田医院に置いて活動した
ようである（6）。
ちなみに1971年11月４日までの立山連峰の自然を守る会に賛同した39
名の職業をみると，表３のとおりである（7）。
立山連峰の自然を守る会のメンバー構成は，富山県自然保護協議会の役
員・理事のように県内観光業界の役員が支配的だったのと根本的に違って，
富山県の一般市民であった。大学教員が８名，県議会議員と登山家がそれ
表３　「立山連峰の自然を守る会」の賛同者職業構成
1971年11月現在
職業 人数
大学教員 ８名
県会議員 ５名
登山家・山岳会役員 ６名
会社社長・役員 ４名（酒造業主，油化研究所，部品工業，洋裁店役員）
中高教員 ４名
医師 ２名
県文化財専門委員 ２名
富山地方気象台長 １名
会社員 １名
商店主 １名
作家 １名
弁護士 １名
郷土史家 １名
華道家 １名
画家 １名
合計 39名
注　「立山連峰の自然を守る会」資料より作成。
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ぞれ５名，中高教員４名，医師や県の文化専門委員各２名，更に作家や弁
護士などの知識人などまさに市民層が中心である。
立山連峰の自然を守る会は，当初３年間ほど，医師の横田力事務局長と
世話人代表の富山大学名誉教授の植木忠夫を中心に参加者全員を世話人と
し，世話人会を開いて活動方針をさだめて活動していた。
ここでそもそも立山連峰の自然を守る会の設立の目的について触れてお
きたい。残念ながら初期の立山連峰の自然を守る会の目的，動機を直接示
す会則や公式の資料は，今のところ見当たらない。幾つかの間接的な資料
からそれを推測してみたい。
立山連峰の自然を守る会は，すでに完成した立山黒部アルペンルートを
前提にしていたので，立山黒部アルペンルート建設計画に反対することは
もはや問題外であった。しかし立山連峰の自然を守る会は，その活動を見
ると，立山黒部アルペンルート建設が生み出した立山の自然破壊，環境毀
損に厳しい批判的立場をとり，立山観光のために立山の自然破壊，環境毀
損をやむを得ないというような立場をとっていなかったと指摘できる。
先に引用にしたように，「自然破壊の前に立ちはだかる」ことをしてこな
かった「かつての県自然保護協会」と違って，立山連峰の自然を守る会は
「何といっても大型資本を投資する大企業型開発によってもたらされる極
めて大規模な自然破壊に対する批判と反対」という理念を持っていた（8）。
なお会の設立当初，立山連峰の自然を守る会の活動の担い手だった「富
山大学自然環境保全グループ」の一部の学生たちは，横田医師を中心とし
た組織運営あるいは役員たちの自然保護観，県庁への要望書の書き方など
に批判的となり，当時日本自然保護協会の路線に批判的であったグループ
によって再編された全国自然保護連合の路線に親近感を抱き，立山連峰の
自然を守る会から決別していった（9）。
立山連峰の自然を守る会は，1974年以降組織体制を整備していき，1974
年１月27日にようやく第１回の総会を開催した。そしてその後ほぼ年１回
の総会を開催し，1974年２月から会報「立山連峰の自然を守る会だより」
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を年３，４回発行するようになった。1975年２月には理事会制を敷いて，
会長制に転換し，組織体制を整備し，1975年３月の第３回総会では，３年
間の立山連峰の自然を守る会の活動の総括をおこない，新たな組織方針を
打ち出している。この時はじめて自然保護運動を強化するために「会の体
制強化と会員拡大」の方針が提起された。1977年には会則を制定したよう
である（10）。
1977年３月３日の第５回総会に提出された会則案の主要部分は，以下の
とおりである。
１，総則は，「立山連峰の自然を守る会」の名称と，事務所を横田医院に
置くことを規定した。
２，目的として「この会は富山県の優れた自然とその象徴としての立山
連峰の自然をまもり伝えることを目的とする」と規定した。
３，「事業内容」として「①年１回総会を開く，②年４回機関誌を発行す
る，③適宜，理事会及び事務局会議を開く，④その他，会に必要な行
事を行う。」と規定した。
会の目的も「事業内容」もシンプルに規定されている。役員は，世話人
制を改め会長，理事会制，総会制を敷いた。会費は，「年2000円」とし，
３年間滞納者は「退会」とみなし，富山県自然保護協会のように団体会員
を置いていないが，富山大学自然環境保全グループと富山県議のグループ
の存在を認めていた（11）。
1970年代後半の立山連峰の自然を守る会の活動方針は，資料的に明確に
できないが，会の活動実績から推測して，第１に，会報の発行，第２に，
立山の自然保護のためのさまざまな活動，関係機関，当局への請願，働き
かけ（立山道路へのマイカー乗入れ阻止活動や雷鳥保護活動，立山の美化
活動など），第３に，自然保護の思想の普及，啓蒙活動（講演会など），第
４に，自然保護のための学術調査の実施，などであった。
ここで1970年代の立山連峰の自然を守る会の活動を概観しておこう。
立山連峰の自然を守る会の活動で第１に注目しておきたいのは，同会に
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よる立山の自然についての調査活動である。立山連峰の自然を守る会の10
年誌は，会の調査活動について次のように指摘している（12）。
「過去10年間の“守る会”の活動をささえてきたもう一つは，会員によるき
わめて精度の高い，綿密な調査活動がある。地形・地質（藤井昭二），高山
湖沼・水質（植木忠夫・高倉盛安・田中晋），ライチョウ・鳥類・獣類（植
木忠夫・正印清逸・松岸得之助・熊木信男・佐伯富雄），植生・植物相・土
壌（河野昭一・橋本竹二郎・折谷隆志）などの調査担当者に加えて，多く
の会員の幅広い支援活動をあげなければならない。しかし，常にこうした
地味な，しかも正確な科学的事実を証拠として提出しながら運動を進めて
きた所に“守る会”の活動の特色があるし，このことが県当局や県民に“守る
会”の見解が信頼をもって理解されてきたことの大きな原因ともなってい
るのである。」
これらの調査活動の結果については，ここで紹介しきれないので，『立山
の自然―その開発と自然保護―』に掲載されている論考を参照されたい。
こうした立山の自然についての調査活動は，自然保護運動を科学的に裏
付ける重要な活動であり，管見する限り，国立公園の自然保護運動でもっ
とも多くの成果を残していると評価される。
第２の活動は，立山の自然保護のための具体的な活動である。
その活動の中で，立山有料道路へのマイカー乗入れ阻止のための運動は，
立山連峰の自然を守る会設立のきっかけとなり，高度経済成長期の立山の
自然保護運動としても重要かつ基本的なものであった。この活動は，1978
年についに中田富山県知事をしてマイカー規制を継続することを表明さ
せ，1980年には中沖県知事にそれを継続する方針を表明させた。この運動
については，次項で詳論することにしたい。
立山有料道路へのマイカー乗入れ阻止の運動のほか，立山連峰の自然を
守る会は，さまざまな自然保護活動をおこなった。
目立った活動は，富山県への要望書を提出し，富山県による自然保護行
政の強化を訴えるものだった。
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立山連峰の自然を守る会は，1973年に立山のオーバーユース問題に取り
組み，「立山連峰の自然破壊に終止符をうつための大量宿泊施設の高山・亜
高山帯での建設の禁止」の要望書を県知事に提出した（13）。
この要望書の要点は，「最近の報道によれば，立山弥陀ヶ原に新たに数百
名規模のホテルを建設することを目的とした会社が設立され，関係方面に
強く働きかけている」，「県自然保護室で，おどろくべきことにはアルペン
ルート周辺の収容人員許容量なるものの検討がおこなわれていると伝えら
れます。」と指摘し，「立山連峰の自然のこれ以上の破壊を防ぐ」ため，「美
女平から上へは新設は勿論，改築，増築についても原則として認めないよ
う」要望するものであった。
立山連峰の自然を守る会は，また1974年に「立山一帯における動植物保
護の施策強化と中部山岳国立公園利用計画の公表について」の要望書を富
山県知事に提出した（14）。
「要望書」は，「現行の立山一帯，特に室堂平周辺における，残雪期の観
光客・スキーヤー・登山者に対する規制は極めて弱く，そこに生活の場を
もつライチョウや高山植物に重大な影響を与えて」いる，「ただちに抜本的
な動植物保護に乗り出し，適宜の処置をとられたい。」と要望した。
そして３項目の要求をおこなった。第１に，「ライチョウ保護を目的した
立入禁止区域の設定」，第２に，「スキー観光目的の塩の散布の禁止」，第３
に，「中部山岳国立公園利用計画の中間発表」であった。
この要求に富山県知事は，１のライチョウ保護については，室堂付近
100haの区域，５月20日～７月31日の期間のスキー規制，ミクリガ池周辺
の保護策設置，２の塩の散布規制については，厳重に注意し，パトロール
の強化により，現在行われていない，３の公園利用計画の中間発表につい
ては，善処する，との回答を寄せた（15）。
1975年６月18日に立山連峰の自然を守る会は，横田事務局長，河野，松
岸の両理事，事務局員ら計７名，石沢，高平，石黒，大平の４県議の同席
のもと「立山一帯における当面の自然破壊に対する防止施策強化について」
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の「要望書」を富山県知事に提出した（16）。
「要望書」は，立山の自然破壊に対する12項目におよぶ保護対策を要望し
た。要求事項の要旨は以下のごとし。
１，立山弥陀ヶ原の裸地跡に造成した園地は，緑化復元の努力を怠り,湿
原に砂利，砂を運び入れたため，湿原植生への砂利,砂の流出が著しい
ので，湿原へ流出した砂を早急に回収し，ガキの広場を現地産の植物
で緑化復元されることを要請する。
２，公園内の遊歩道のまくら木に付着した油類が周辺の湿原に流出し,付
近の植生に重大な影響を与えているので，早急に改善されるよう要請
する。
３，弥陀ヶ原―天狗平間の自動車道路沿いの側溝に多くのハコネサンシ
ョウウオの乾燥死体が見られるので，すみやかに生態調査を行ない，
保護対策を講じるよう要請する。
４，私達の調査によれば，立山一帯に分布するガキの田は道路建設と観
光客の踏みつけのため,ほとんど壊滅状態であり,辛うじて一部が弥陀
ヶ原に残されている。よって,わずかに残されたガキの田群を自然のま
まの状態で末永く残すため,追分から一の谷に至る高層湿原を特別保
護区に指定し,厳正に保護されるよう要請する。
５，室堂，弥陀ヶ原の宿泊施設から排出されるし尿は，付近の河川を汚
染し，そこに生息する動物に悪影響を及ぼし，河川生態系の壊滅的破
壊も危惧されるので，直ちに実態調査及び浄化槽の改善や,バキューム
カーの導入等により河川の水質を保全するよう行政指導することを要
請する。
６，無節操な入山者の増加と，それに伴なう通行車両の増加が自然環境
に悪影響を及ぼすことは明らかなので，桂台以上のマイカー乗入れ禁
止を永久化し，入山人口，入山自動車台数の環境容量を調査し，その
規制をすべきである。
７，登山道整備工事の際，坂道を階段にすることは登山者にとっては逆
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効果で,階段をさけて通るため裸地を拡大させる結果を招いているの
で，今後の登山道整備工事の再考を求める。
８，県の自然公園,自然保護行政に関する計画には，今後は計画案作成の
段階で自然保護団体および専門家等と協議されるよう要請する。
９，住民本意の自然保護行政を行うため県の自然環境保全審議会に自然
保護団体の代表を正式に参加させるよう要請する。
10，関西電力の立山におけるダム建設の具体的な計画案を直ちに公表さ
れるよう要請する。
11，現在の雷鳥沢のキャンプ場は，高山植物の保護のためキャンプ場と
して不適当と考えられるので，旧雷鳥荘周辺の裸地に移動されるよう
要請する。
12，天狗平における新美松荘の完成に伴い，旧美松荘敷地の緑化復元処
置を早急に行なわれるよう要請する。
これに対し知事は，各項目について回答をよせ，引き続き自然保護措置
を継続すると強調し，「今後は,防災以外の人工的な手はなるべく加えない
方針を貫きたい」と約束した（17）。
立山連峰の自然を守る会は，1977年には，「立山周辺におけるスキー大
会開催について」の要望を富山県知事に提出して，特別保護地区，特別鳥
獣保護地区であるタンボ沢での第１回立山アルペンスキー（大回転）大会
の開催への疑問を提起し，次回以降の開催中止を要求した（18）。以後，この
大会は中止されたようである。
その他，登山道整備，清掃活動・ごみ処理，湿原の修復，植生活動，雷
鳥の保護活動，などをおこなった（19）。
第３に，情報活動としては，1974年２月から会報「立山連峰の自然を守
る会だより」を年３，４回発行し，自然保護のため県民への宣伝，啓蒙活
動として，シンポジューム，学習会，市民教室など開催した（20）。
啓蒙活動の一つとして特に注目しておきたいのは，パンフレット，立山
連峰の自然を守る会『立山の自然―その破壊と現状―』の発行（1973年）
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である。これは立山連峰の自然を守る会の団体会員である富山大学自然環
境保全グループの編集によるものであったが，5000部印刷して，１部100
円で頒布し，1974年１月現在で1754部を売り上げ，同会の自然保護運動，
特にマイカー乗入れ禁止運動の資料として大きく貢献した（21）。
以上のように，立山連峰の自然を守る会は，立山の自然保護のために積
極的に活動し，国立公園は，単に国の制度としてあるのではなく，こうし
た国立公園内の自然を保護する運動によって支えられていることを典型的
に示すものであった。
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（１）前掲立山連峰の自然を守る会編『立山の自然―その開発と自然保護―』，
会長の巻頭言。立山連峰の自然を守る会の設立は，10月という指摘もある
が，資料的にみて11月が正しい。
（２）同上書，巻頭言。
（３）前掲『高度成長期日本の国立公園』，環境庁設立経緯については，200頁以
下，大石長官の影響について，尾瀬縦貫道路建設工事中止事情については，
249頁以降参照。
（４）前掲『立山の自然―その開発と自然保護―』，６頁。
（５）立山連峰の自然を守る会編『立山連峰の自然を守る会だより』（総集編）
「結成20周年記念出版」，1991年，３頁。以後，『立山連峰の自然を守る会
だより』と略す。
（６）今回，立山連峰の自然を守る会の設立事情について，初期の会に関わって
おられた赤座久明，加藤輝隆，林一彦の３氏から貴重なご意見を寄せてい
ただいた。記して感謝の意を示したい。
（７）「立山連峰の自然を守る会」資料集「文書等リスト」No.２「11月４日迄
御賛同の各位」から作成。今回本稿の執筆に当たって，立山連峰の自然を
守る会を引き継いだ「ＮＰＯ法人立山自然保護ネットワーク」の副理事増
田順三氏から，同会の資料の提供を受けた。その中に，「文書等リスト」と
いう原資料が収められていて，ナンバーが付してあるので，以後その資料
を明記する。この資料は，「ＮＰＯ法人立山自然保護ネットワーク」の事務
局に保管してある。増田順三氏には深く感謝したい。
（８）前掲『立山の自然―その開発と自然保護―』，６頁。
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②　立山有料道路へのマイカー乗入れ禁止運動
立山連峰の自然を守る会の最も重要な活動は，立山道路へのマイカー乗
り入れ禁止運動であった。
立山道路は，「マイカー乗入れを前提に建設された」（1）。だから難工事の
ため１年遅れで1971年６月に立山黒部アルペンルートの全面開通が近づ
くと，「富山県並びに県道路公社，立山黒部貫光株式会社（ＴＫＫ）は道路
建設工事費の償還を理由にアルペンルートへの一般車両の乗り入れをはか
るべく着々とその準備を進め」，「室堂，天狗平，弥陀ヶ原における大面積
の駐車場のすばやい建設」をおこなっていた（2）。
1970年９月23日『北日本新聞』（朝刊）によれば，当局は1971年の立山
道路の交通量を小型乗用車３万8000台，普通乗用車6000台，路線バス3000
台，貸切バス4000台，その他2000台，合計５万3000台，その後は，12％の
（９）富山大学自然環境保全グループの立山連峰の自然を守る会指導層との確
執については，前掲３氏のヒアリングによる。また全国自然保護連合内の
確執については，拙著『高度成長期日本の国立公園』，373－5頁で若干論
じた。
（10）立山連峰の自然を守る会の活動については，前掲『立山の自然―その開発
と自然保護―』，特に105－9頁の年表，前掲『立山連峰の自然を守る会だ
より』総集編とその付録と思われる会報の「目録」，その他による。
（11）前掲「文書等リスト」No.18。
（12）前掲『立山の自然―その開発と自然保護―』，7－8頁。
（13）同上，111頁。
（14）同上，112頁。
（15）同上，113－6頁。
（16）同上，117－8頁。
（17）同上，119－121頁。
（18）同上，122頁。
（19）注（10）と同じ。
（20）同上。
（21）前掲「文書等リスト」No.13。
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伸びを想定していたのである。
有料道路収入に期待していた県道路公社は，マイカー規制の解除の意向
を示していたが，1971年４月の県議会で中田知事は，立山「（道路が未舗
装の）現段階では，とてもマイカーを認めることはできない」と述べ，1968
年の立山道路の完全整備完了まで「マイカーの通行は開通と同時に禁止さ
れた。」しかしそれは，「立山有料道路の拡幅や全線舗装工事が（1978年に
―引用者）終了するまでの暫定処置であった。」（3）
こうした事情の中で，「アルペンルートへのマイカーの乗入れ禁止」問題
が表面化したのは，1971年６月に立山黒部アルペンルートが全面開通し，
中田知事のマイカー一時的乗入れ禁止措置にもかかわらず，富山県当局の
一部，立山貫光株式会社と県道路公社がマイカー規制を解除する動きを開
始して，室堂に大規模な駐車場建設を開始したのに対して，二つの自治体
が「マイカー乗入れ禁止」の決議をおこない，1971年11月に立山連峰の自
然を守る会が結成され，立山の自然を守るために立ち上がったからである。
1971年11月に富山市議会は，立山の自然を保護するため，マイカー締出
しの決議をおこなった（4）。立山町議会も，「マイカー乗入れ禁止を求める
『立山の自然保護に関する決議』を全会一致で決める」（5）。
こうした社会状況の中で，立山連峰の自然を守る会は，結成後ただちに
マイカー規制の運動に乗り出した。1972年11月からに，アルペンルートへ
の一般車両の乗り入れを永久に禁止するための運動として，県民から10万
名の署名を集める活動を実施した（6）。
立山連峰の自然を守る会は，1972年11月21日に「全体会議」において，
当面する活動としてアルペンルートへの一般車両の乗り入れを永久に禁止
するためのＰＲと署名運動をおこなうことを決めた。具体的には，街頭署
名活動を，11月26日（日）午後２時―４時，富山市内西町・駅前において，
参加人員約30名で，年内１万名署名目標として開始することを決めた。ま
た署名の協力団体として自然保護団体，市民団体，山岳団体，労働組合，
政党など25団体をリストアップして署名簿を送付した（7）。
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立山連峰の自然を守る会の総会報告によれば，署名活動は，1972年11月
から1974年６月までに約２年間で会長・事務局長を始め会員一同街頭に立
つこと７度にして1974年「５月16日現在５万５千弱」の署名をえたと指摘
されている。しかしそれは目標の２分の１に満たないものであったが，立
山連峰の自然を守る会は，署名簿を「富山県と環境庁に堤出し」た（8）。
立山連峰の自然を守る会は，こうした立山道路へのマイカー乗入れ規制
の永続化のため，環境庁への請願活動を開始した。
1974年６月８日に立山連峰の自然を守る会の代表団は，初めて環境庁に
請願をおこなったが，環境庁長官が出張のため，自然保護局長に面談し，
会の要望を伝えた。これに対し自然保護局長は，環境庁の自然保護重視の
姿勢を述べ，立山のマイカー規制について同意したわけではなかったが，
一般的にマイカー規制に賛意を示した（9）。
後に別稿で詳しく述べるように，環境庁は，1974年３月に「国立公園内
における自動車利用適正化要綱」を作成し，国立公園内の観光道路へのマ
イカー規制についての対策を提起していたので，立山連峰の自然を守る会
の請願には好意的であった。従って環境庁は，立山連峰の自然を守る会の
請願を契機に，立山への視察を確約し，７月９日に現地視察をおこなっ
た（10）。
他方，こうした立山連峰の自然を守る会の運動に対して，「富山県並びに
自然保護課は“守る会”の申し入れに対して一定の理解を示しながらも，
道路建設費の償還と県費による赤字負担の問題は県議会の中でもしばしば
論議を呼び，故中田県知事の度重なる『乗入れの（永久）禁止』処置の県
会答弁にもかかわらずゆれ動くことしばしの状態が続いた。」（11）
立山道路のマイカー規制問題の隘路は，県当局にとってマイカー禁止が，
有料道路の減収を生み，「道路建設費の償還と県費による赤字負担」を発生
させているということであった。県当局は，簡単にマイカー規制を永続化
することに踏み切れなかったのである。
この「道路公団会計の赤字は，毎年県の一般会計から補填」されるシス
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テムになっており，1976年から「過去５年間についてみれば，計画収入額
10億3000万円のうち，約４億6000万円が県費によってまかなわれた。」の
である。またマイカー禁止による有料道路の減収は，1976年から25年後「ま
でに計画収入額135億円のうち，約80億円が減収になると試算」された（12）。
確かにこうした数字を前にすれば，県当局も富山県議会も，マイカー禁
止への動きを鈍ぶらせるのも十分にうなずける。しかし立山連峰の自然を
守る会は，立山の自然保護のために，こうした「道路建設費の償還と県費
による赤字負担」という難問の前にたじろがなかった。
立山連峰の自然を守る会は，単に環境庁にマイカー禁止に支援を請願す
るだけでなく，マイカー禁止に伴う富山県財政の負担を軽減してもらう請
願へと動きを変えた。
1976年10月前半に立山連峰の自然を守る会の理事であり富山県議会総
務環境常任委員長だった石黒武夫は，酒井副委員長とともに環境庁を訪れ，
「本来国が管理すべき国立公園を保護するために，このような多額の県費を
つぎ込まなければならないのは不合理であり，国においても何らかの財源
措置を講じられたい」との陳情をおこなうべく，事前に環境庁を訪れ打診
した。その結果，1976年10月14日，中田富山県知事，超党派の県議会議員
12名，県生活環境部長ら「文字通り県と議会が一丸となって」環境庁に陳
情をおこなうことになった。
この陳情を受けて，丸茂重貞環境庁長官は，30分の会見で「富山県の自
然保護に対する努力について感謝の意を表したあと，有料道路の減収問題
については，よく理解できる。しかし即答できる性格のものではないので，
時間をかけて検討してみたいと答えた（13）。
更に中田富山県知事以下の超党派の県議会議員12名の陳情団は，「建設
省道路局，自治省財政局へも各々の所管行政の面からの配慮を強く要請し
た。」
この請願に参加した富山県議会総務環境常任委員長で立山連峰の自然を
守る会の理事であった石黒武夫は，「建設省は道路行政所管者であり，環境
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庁とはむしろ逆の立場にあると考えられるが，本県の立場をかなり良く理
解してくれ，また，自治省も広い意味の地域開発の問題としてとらえ検討
してみたいとのことであった。両者とも所管庁からの問題の持ちかけがあ
れば，側面的に協力することにやぶさかでないという好意的な姿勢で対応
してくれたことに，私は誠に力強いものを感じ，問題が一歩前進したもの
と確信している。」と報告した（14）。
こうした成果を踏まえ，1976年11月６日に立山連峰の自然を守る会は，
第３回富山県自然保護団体連絡協議会を開催し，「立山へのマイカー乗入れ
永久禁止を求める決議」をおこなった（15）。
この決議は，立山連峰の自然保護を強く訴え，マイカー乗入れ禁止運動
の成果を強調し，「マイカー乗入れ禁止」を永久化するために，「国・県が
『マイカー乗入れ永久禁止』の法的規制措置と，必要な財源投入を勇気を持
って実施されるよう強く要請」した。
更に立山連峰の自然を守る会は，1977年10月16日には富山市内の教育文
化会館において，「立山へのマイカー乗入れ永久禁止を求める県民会議」の
結成集会を県内各地から100名を結集して開催した（16）。
参加した団体は，自然保護団体としては，毛勝・僧ヶ岳の自然を守る会，
呉羽丘陵の緑を守る会，二上山の自然を守る会，利賀自然保護の会，富山
県野鳥保護の会，富山大学自然環境保全グループ，立山連峰の自然を守る
会，更に登山団体としては，富山県勤労者山岳連盟，富山山の会，越中峠
の会，一般市民団体として，富山県青年団協議会，富山県青年協議会，島
倉昌吉（富山県の足を守る会事務局長），オブザーバー加盟として富山県交
通運輸労働組合など，14団体であった。
見られるとおりこの「県民会議」は，単に県下の各種の自然保護団体だ
けでなく，登山団体，一般市民団体が参加する広範なものであり，運動の
広がりと盛り上がりを示していた。ちなみに，富山県自然保護協会はこの
県民会議に参加していなかった。
この県民会議は，「立山へのマイカー乗入れ永久禁止を求めるアピール」
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を採択し，「世界にも誇ることのできる立山連峰のすばらしい自然を守り，
子孫に伝えることは，現代に生きる私たちがどうしてもやりとげねばなら
ない課題です。／このためにも，『立山へのマイカー乗入れ永久禁止』を早
期に実現させなければなりません。／県民の皆さん，皆さんの良心を結集
して国や県に働きかけ，私たちの立山を守ろうではありませたか！！」と
呼びかけた。
こうした県民の立山へのマイカー乗入れ永久禁止を求める熱い思いと
広範な県民の運動によって，1978年10月に中田富山県知事は，ついに「立
山へのマイカー乗入れ永久禁止」を永久化することを表明することになっ
た（17）。
中田県知事の意見表明に先立って1978年３月に，国立公園協会の『国立
公園利用動態等調査報告書』が公表された（18）。この報告書は，第一編「立
山地区」で，立山へのマイカー規制について立山への入山者の意識調査を
したところ，規制に賛成が73％におよび，「立山道路のマイカー規制は継続
すべきである」と提言していた。中田県知事は，この報告書を読んで，立
山へのマイカー乗入れの一時的禁止を永久化する決意を固めたと推測され
る。
この事情について1978年10月３日の『北日本新聞』は，つぎのように報
じた。
「中田富山県知事は２日の県議会で，立山の自然保護について，マイカー
乗り入れをかなり長期間禁止するとともに，ケーブルによる入山規制を現
状のままふやさないようにして入山規制する意向を明らかにした。またこ
れにより有料道路の赤字については公費で穴埋めすべきであるとし，国に
援助を求める考えを示唆した。
立山へのマイカー乗り入れについては，知事はこれまで『禁止する』と
しばしばのべてきた。しかしそれは『当分の間』という暫定的な意味を含
んでおり，道路公社の赤字処理についてはふれていなかった。
だが，この日の本会議で，京谷議員（自民）の質問に答え『将来にわた
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って禁止するかどうかはきめていない』という言い方は繰り返したものの
『車が多くなれば駐車場も必要になり，人もふえる。人がふえればそれだけ
自然を汚し，破壊にもつながる。カナダ，スイスなどを視察してそれを痛
感した。ケーブルなどによる入山は，施設を増強しない限り物理的に入山
が規制される』とのべ，立山の自然を守るには入山者を規制しなければけ
ればならないとの基本的な考えも打ち出した。したがってマイカーもかな
り長い期間認めないことを言外に示した。
またマイカー用につくった登山口，桂台―美女平の有料道路の収入減に
よる赤字について知事は『公費の投入を考えなければならぬ』と答弁した。
『国立公園である以上管理などは国で負担すべきなのに国はなにもせず県
に頼っている』と“公費投入”の答弁に傾いたもので，“国立公園の自然を
保護するために出る赤字であるからにはその穴埋めは国が負うべきだ”と
の考え方を示したわけである。」
他方，1978年10月８日『読売新聞』（朝刊）によれば，マイカー乗入れ
規制解除の動きもあった。しかし1980年12月に中沖富山県知事も，中田知
事の政策を引継ぎ，規制継続を表明した。
1980年12月14日『北日本新聞』（朝刊）によれば，中沖富山県知事は，
12月の県議会で，自民党笹島県議の「立山有料道路について，中田前知事
は，マイカー永久乗入れ禁止を表明しているが，中沖知事はどうするか」
の質問に答えて，「立山の自然はかけがえのないもので，後世に残すべく，
禁止の考えを継続していく。」と答えた。
更に笹島県議の道路公社の30億円の赤字問題についての質問に，中沖知
事は「特別交付税などの財源措置を国にお願いする」と答弁した。こうし
て立山へのマイカー乗入れ永久禁止の永久化が定着した。
もっともその後，この立山へのマイカー乗入れ永久禁止の永久化措置に
対し，度々マイカー乗入れ永久禁止の解除を願う試みがあり，またそれを
阻止しようとする運動が展開された。
1982年４月５日『北日本新聞』（朝刊）によれば，1982年にも立山への
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マイカー乗入れ永久禁止見直し論が提起された。
1983年５月24日『北日本新聞』（朝刊）によれば，立山連峰の自然を守
る会は，23日に約100名を集め，「立山へのマイカー乗入れ永久禁止を求め
る県民会議」を開催し，河野昭一富山大学教授が，「アルペンルート開通
後，年々環境破壊が進んでいる。それにもかかわらず，県議会などから新
たな環境破壊を生み出すマイカー乗り入れの動きがあるのが残念だ」と問
題提起があり，「立山一帯の自然破壊の現状」が報告され，「立山へのマイ
カー乗入れ永久禁止を求めるアピールを採択し集会を終えた。」
1984年12月４日『北日本新聞』（朝刊）は，自民党富山県連が，「現在禁
止されているアルペンルートのマイカー乗り入れ問題を検討するよう」沖
中知事に求めたと報じている。
こうした攻防を重ねながらも，立山へのマイカー乗入れ禁止の永久化措
置が覆されることはなかった。
以上のように立山連峰の自然を守る会を中心にして立山の自然保護運動
は，立山へのマイカー乗入れ永久禁止を求め広範な県民を巻き込みながら，
県当局に圧力をかけつつ執拗に展開されていった。
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
注
（１）北日本新聞「立山・黒部・世界への発信」，第２章の「100万人観光・有料
県道」No.28，ウエッブ・サイト。
（２）前掲『立山連峰の自然を守る会だより』，57頁。
（３）前掲第２章「100万人観光・有料県道」No.28。
（４）1971年12月17日『富山新聞』（朝刊）。
（５）前掲第２章「100万人観光・マイカー規制」No.31。
（６）前掲『立山連峰の自然を守る会だより』，57頁。
（７）前掲「立山連峰の自然を守る会」資料集「文書等リスト」No.７，「全体
会議」資料ガリ刷り文書「立山連峰の自然をまもる運動」による。
（８）同上，「文書等リスト」No.14，「臨時総会議題等資料」による。
（９）前掲『立山連峰の自然を守る会だより』，57頁。
（10）同上，58頁。
（11）同上，７頁。
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③　小括
高度経済成長期の中部山岳国立公園内の立山における自然保護運動は，
前半には立山黒部アルペンルート建設計画に批判的であったが，結局それ
を認め，アルペンルート建設が極力自然を破壊しないよう要求することに
とどまり，立山黒部アルペンルート建設計画に絶対反対を唱えるものでは
なかった。後半の立山における自然保護運動は，現存する立山黒部アルペ
ンルートの建設によって破壊され毀損された自然環境を保護・保全し，こ
れ以上極力自然破壊・環境毀損を起こさないようにする運動であった。
1955年に黒部第四発電所建設計画が提起されて起きた黒部第四発電所
建設計画反対運動は，1956年に厚生省により認可されて消滅し，完全な敗
北であった（1）。しかし中部山岳国立公園内の立山における自然保護運動の
前半は，立山黒部アルペンルート建設計画に基本的に反対していない運動
であったから，その計画が認められ，実行に移されたからと言って，必ず
しも敗北と判定できない。
だからと言って，その運動に関わった深井三郎が「富山県自然保護協会
の努力は全国の自然保護運動の一頁をかざるものとして高く評価されなけ
ればならない」（2）と指摘することには同意できない。
もちろん富山県自然保護協会が，アルペンルート建設計画に修正を加え，
自然破壊を制限しようと活動し，特に自然保護思想の啓蒙やナチュラリス
ト制度により自然保護に貢献したことは評価されなければならない。
（12）同上，59－60頁。
（13）同上，59－60頁。
（14）同上，60頁。
（15）同上，61頁。
（16）同上，62頁。
（17）1978年10月３日の『北日本新聞』（朝刊）。
（18）国立公園協会編『国立公園利用動態等調査報告書』，国立公園協会，1978
年，176頁。
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しかし立山における富山県自然保護協会を中心とした1960年代の自然
保護運動は，日光国立公園内の尾瀬縦貫道路建設計画反対運動，大雪山国
立公園内の大雪山縦貫観光道路建設計画反対運動，士幌観光道路建設計画
反対運動が，厚生省が許可したにもかかわらず反対運動を継続し，最終的
に道路建設計画を撤回させた自然保護運動と比べると（3），それほど高く評
価することはできない。
高度成長期後半の1970年代の立山の自然保護運動は，すでに黒部立山ア
ルペンルートの存在を前提しており，立山道路の建設が及ぼした自然破壊，
環境毀損を批判し，これまで生み出した，あるいは今後生み出す山岳観光
公害に反対するものであった。
そうした意味で，1970年代の立山連峰の自然を守る会の自然保護運動
は，前半の運動とは違って，黒部立山アルペンルート建設が起こした自然
破壊，環境毀損に正面から反対し，これ以上の立山の自然破壊，環境毀損
に反対し，破壊され毀損した自然・環境を保護・保全しようと努めたもの
として，「全国の自然保護運動の一頁をかざるものとして高く評価されなけ
ればならない」と指摘できる。
特に後半期の立山連峰の自然を守る会のおこなったマイカー規制運動
は，広く県民を結集して，県当局にも協力を働き掛け，道路財政が赤字だ
からマイカー乗入れを解除しようとする圧力を乗り越えて，わが国で初め
て国立公園内に観光有料道路へのマイカーの全面的乗入れ禁止を定着させ
た自然保護運動として高く評価されるべきである。
高度成長期における中部山岳国立公園内の立山観光開発と自然保護活動
注
（１）前掲『自然保護と戦後日本の国立公園』，240頁以下参照。
（２）前掲『黒部立山アルペンルート』，167頁。
（３）前掲『高度成長期日本の国立公園』，尾瀬縦貫道路建設計画の中止につい
ては第７章の２，大雪山の縦貫道路の中止については第９章の１，士幌高
原道路については俵浩三『北海道・緑の環境史』（北海道大学出版会，2008
年）第６章の「四　三〇年前の価値で迷走した士幌高原道路」を参照。
